
30
年
前
に
「核
抜
き
」

平
和
モ
ニ
ュ
メ
ン
ト

戦
後
80
周
年

・
被
爆
80
周
年
の
節
目
に
、
碧
南
市

も
非
核
兵
器
自
治
体
宣
言
を
ー
の
願
い
が
広
が
っ
て

い
ま
す
。
ウ
ク
ラ
イ
ナ
や
ガ
ザ
で
の
戦
争
で
核
兵
器

に
よ
る
威
嚇
が
現
実
の
物
と
な
っ
て
い
ま
す
。

碧
南
市
も
９
月
議
会
の
日
本
共
産
党
山
口
は
る
み

議
員
の
一
般
質
問
で

「非
核
自
治
体
宣
言
と
は
、
自

治
体
が
核
兵
器
の
保
有
や
使
用
に
反
対
し
、
地
域
内

で
の
核
兵
器
の
存
在
を
否
定
し
、
平
和
で
安
全
な
地

域
社
会
の
実
現
に
努
め
る
こ
と
を
宣
言
す
る
取
組
で

あ
る
と
認
識
し
て
お
り
ま
す
。
」
と
答
弁
し
た
当
局
。

い
よ
い
よ
非
核
宣
言
の
期
待
が
高
ま
る
中
、
市
は

「非
核
抜
き
」
の
宣
言
を
計
画
し
て
い
ま
す
。

30
年
前
に
終
戦
50
周
年
碑
と
し
て

「平
和
モ
ニ
ュ

メ
ン
ト
」
遺
族
会
の
寄
附
を
も
と
に
建
立
し
ま
し
た
。

そ
の
時
に
も

「非
核
兵
器
宣
言
を
」
と
指
摘
し
て
き

た
の
で
す
。

核
兵
器
禁
止
条
約
発
効
、

ノ
ー
ベ
ル
賞
受
賞
の
今
こ
そ

国
連
で
は
、
２
０
１
７
年
＝

「核
兵
器
禁
止
条
約
」

が
賛
成
多
数
で
採
択
。
国
連
本
部
で
条
約
の
署
名
開

始２
０
２
０
年
＝

核
兵
器
禁
止
条

約
批
准
国
50
か

国
に
達
す
る

２
０
２
２
年
＝

核
兵
器
禁
止
条

約
発
効

２
０
２
４
年
＝

被
団
協
が
ノ
ー

ベ
ル
賞
受
賞
。

と
世
界
が
核
兵

器
禁
止
に
動
い

て
い
ま
す
。

米
ト
ラ
ン
プ

氏
に
追
随

「核
の
傘
」

や
め
よ

「非
核
兵
器
抜

き
」
は
自
民
党

な
ど
が
、
核
兵

器
に
よ
る

「抑
止
論
」

に
縛
ら
れ
て
い
る
か

ら
で
す
。
唯

一
の
被

爆
国
だ
か
ら
こ
そ

「核

兵
器
は
1
発
で
も
使
っ

た
ら

『
核
の
冬
』
と

な
り
人
類
と
地
球
の

破
滅
に
な
る
」
と
科

学
的
で
理
性
的
な
ア

ピ
ー
ル
こ
そ
す
べ
き
。

半
田
市
の
よ
う
に

「議

決
」
例
規
集
に
も
明

記
し
て
い
き
ま
し
ょ

う
。
国
を
動
か
す

「非

核
兵
器
碧
南
市
宣
言

に
し
ま
し
ょ
う
。

「非核兵器」抜きの平和宣言ではだめです
６月議会で議決し非核碧南市宣言を
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半田市非核・平和都市宣言
平成5（1993）年3月5日 議決

永遠の平和と、美しく、安全な地球環境の

確立は、人類共通の悲願であります。

世界唯一の核被爆国である日本が、平和と核

廃絶を全世界に向かつて訴え続けるよう、世

論を喚起することは私たちひとりひとりの義

務であります。

私たち半田市民は、非核世界の実現を願い、

美しい自然と安全で平和な都市の創造のため

に自ら行動することを誓い、ここに非核・平

和都市を宣言します。

統一協会に解散命令
なのに市政功労者に!!

3月25日東京地裁は「類例のない膨大な規模の被

害を生じさせた」として統一協会に解散を命じ

ました。ところが碧南市は4月5日の市制77周年

で禰冝田政信前市長を市政功労者として表彰。

日本共産党は撤回を申し入れました

SNSの発信に5000回の表示がありました。

【写真右】2025年8月15日の日付で市遺族

会が設置した碑

【下３枚】戦後５０周年を祈念した「平和

モニュメント」同７０周年設置の「経過盤」

半
田
市
の
例
規
集
に
は
総

則
の
中
に
宣
言
明
記



他
国
民
の
犠
牲
を
い
と
わ
な
い
身
勝
手

海
外
か
ら
の
輸
入
品
に

一
方
的
に
関
税
を
課
す
ト
ラ
ン
プ

米
大
統
領
の
や
り
方
が
世
界
に
衝
撃
と
怒
り
を
広
げ
て
い
ま

す
。
こ
れ
ま
で
米
国
自
身
が
主
導
し
て
世
界
に
押
し
つ
け
て

き
た
貿
易
の
国
際
ル
ー
ル
に
も
反
し
、
他
国
民
の
犠
牲
を
い

と
わ
な
い
身
勝
手
な
や
り
方
で
す
。
石
破
茂
首
相
は
毅
然

（き

ぜ
ん
）
と
撤
回
を
求
め
、
日
本
経
済
や
暮
ら
し
へ
の
悪
影
響

を
防
ぐ
万
全
の
対
策
を
取
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

す
べ
て
の
輸
入
品
に
上
乗
せ
関
税

ト
ラ
ン
プ
政
権
は
、
す
べ
て
の
輸
入
品
に

一
律
10
％
の
関

税
を
か
け
た
上
で
、
各
国
が
米
国
製
品
に
課
し
て
い
る
関
税

や

「非
関
税
障
壁
」
を
言
い
立
て
て
、
国

・
地
域
ご
と
に
異

な
る
上
乗
せ
関
税
を
か
け
る
と
し
ま
す
。
上
乗
せ
関
税
の
算

定
方
法
は
で
た
ら
め
で
恣
意

（し
い
）
的
で
す
。
ア
ジ
ア
諸

国
に
、
よ
り
重
い
税
率
を
求
め
る
も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
。

日
本
に
は
24
％
の
重
税

日
本
に
は
合
計
24
％
を
適
用
す
る
と
し
ま
す
。
ト
ラ
ン
プ

氏
は

「日
本
が
米
国
産

の
コ
メ
に
７

０
０
％
の
関

税
を
課
し
て

い
る
」
な
ど

と
根
拠
不
明

な
主
張
を
し

た
う
え
に
、

日
本
の
安
全

基
準
を

「非

関
税
障
壁
だ
」

と
攻
撃
し
て

い
ま
す
。

各
国
の
経

済
主
権

・
食

料
主
権
を
侵

害
す
る
暴
挙

で
す
。

輸
入
自
動
車
に
最
大
50
％
の
関
税

自
動
車
に
つ
い
て
は
、
す
べ
て
の
輸
入
自
動
車
に
、
従
来

の
税
率

（日
本
の
場
合
、
乗
用
車
は
２
・
５
％
、
ト
ラ
ッ
ク

は
最
大
25
％
）
に
25
％
を
上
乗
せ
す
る
追
加
関
税
が
３
日
に

発
動
さ
れ
ま
し
た
。

ト
ラ
ン
プ
自
ら
の
協
定
違
反

日
本
共
産
党
の
田
村
智
子
委
員
長
は
、
第
１
次
ト
ラ
ン
プ

政
権
下
の
２
０
１
９
年
の
日
米
貿
易
協
定
の
概
要
文
書
は

「追

加
関
税
は
課
さ
な
い
」
と
し
て
お
り
、
今
回
の
措
置
は
協
定

違
反
だ
と
指
摘
、
違
反
を
米
国
に
明
確
に
伝
え
る
よ
う
政
府

に
迫
り
ま
し
た
。
（３
月
14
日
、
衆
院
財
務
金
融
委
員
会
）

ト
ラ
ン
プ
関
税
に
毅
然
と
抗
議
を

石
破
首
相
は
、
日
本
は
米
国
に
多
額
の
投
資
を
し
て
い
る

な
ど
と
し
て
個
別
の
適
用
除
外
を
求
め
て
き
ま
し
た
が
、
成

功
し
ま
せ
ん
で
し
た
。
米
国
の
顔
色
を
う
か
が
う
の
で
な
く
、

世
界
経
済
全
体
に
多
大
な
悪
影
響
を
も
た
ら
す

「ト
ラ
ン
プ

関
税
」
に
毅
然
と
抗
議
し
、
撤
回
を
求
め
る
べ
き
で
す
。

「大
量
解
雇
」
の
犠
牲
転
嫁
を
く
い
と
め
よ

日
本
国
民
の
暮
ら
し
、
雇
用
、
営
業
を
守
り
、
地
域
経
済

や
下
請
け
企
業

へ
の
影
響
を
食
い
止
め
る
対
策
が
急
務
で
す
。

田
村
氏
は
４
日
の
与
野
党
党
首
会
談
で
、
「０
８
年
の
リ
ー
マ

ン
・
シ
ョ
ッ
ク
時
の
非
正
規
労
働
者
の
大
量
解
雇
の
よ
う
な

国
民

へ
の
犠
牲
転
嫁
が
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
」
と
石
破
首
相

に
強
く
求
め
ま
し
た
。

米
国
産
農
産
物
の
関
税
引
き
下
げ
や
安
全
基
準
の
規
制
緩

和
で
米
国
に
譲
歩
し
、
日
本
の
産
業
や
国
民
の
安
全
を
な
い

が
し
ろ
に
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

内
需
拡
大
、
新
た
な
ル
ー
ル
必
要

米
国
は
、
多
国
籍
企
業
が
低
賃
金

・
低
税
率
地
域

へ
工
場

や
資
金
を
移
し
利
益
を
上
げ
る
た
め
に

「自
由
貿
易
」
体
制

を
す
す
め
て
き
ま
し
た
。
そ
れ
が
米
国
内
の
産
業
の
空
洞
化

と
雇
用
の
破
壊
、
中
間
層
の
没
落
と
い
う
形
で
米
国
自
身
を

直
撃
し
ま
し
た
。
新
自
由
主
義
的
な
貿
易
シ
ス
テ
ム
は
多
国

籍
企
業
に
莫
大

（ば
く
だ
い
）
な
利
益
を
も
た
ら
す

一
方
で
、

各
国
の
国
民
に

貧
困
と
格
差
を

も
た
ら
し
ま
し

た
。
極
端
な
保

護
主
義
に
走
る

今
回
の

「ト
ラ

ン
プ
関
税
」
は
、

米
国
主
導
の

「自

由
貿
易
」
ル
ー

ル
の
行
き
詰
ま

り
を
示
し
て
い

ま
す
。
輸
出
に

依
拠
で
な
く
内

需
拡
大

へ
の
転

換
が
必
要
で
す
。

公
正
な
貿
易
ル
ー

ル
を
新
た
に
構

築
す
べ
き
で
す
。
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山口はるみ 磯貝明彦
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三度山町 2-70-4 若松町 3-253

大
軍
拡
・大
増
税
許
す
な

へ
き
な
ん

19
行
動

４
月
19
日
（土
曜
日
）

午
前
11
時
～
12
時

ピ
ア
ゴ
碧
南
東
店

碧
南
市
東
浦
町
６
ー
17

（日
進
小
学
校
南
）

政党は日本共産党
大企業とアメリカいいなり
２つのゆがみを正す

右から はたやま和也（元衆院議員）

井上さとし（参院議員）小池晃（書記局長）

山下よしき（副委員長）白川よう子（元香川県議）

トランプ関税一方的措置 撤回を

日
本
共
産
党

愛
知
選
挙
区

す
や
ま
初
美

参議院でも与党半数以下に

（写真）トランプ米政権への抗議デモに結集した市民

＝５日、ワシントン（洞口昇幸撮影）


